
インターネット等を通じて国外から行われる役務の提供に対する消費税課税の

適正化のための措置に関する法律案要綱 

 

１ 政府は、インターネット等を通じて国外から行われる役務の提供に関し、

経済活動に対する中立性及び我が国の課税権を確保する等の観点から、消費

税制度における役務の提供が国内において行われたかどうかの判定に係る基

準について、必要な見直しを行うものとすること。     （第１項関係） 

 

２ 政府は、１の見直しにより新たに課税対象となる役務の提供に関し、国内

外における事業者の事務負担の程度、国内において役務の提供を受ける者が

消費者か事業者かの別等を勘案しつつ適正な税務執行を確保する等の観点か

ら、国外事業者に申告納税義務を課す方式、国内において役務の提供を受け

る事業者に納税義務を転換する方式等の課税方式について検討を加え、その

結果に基づき、必要な措置を講ずるものとすること。    （第２項関係） 

 

３ 政府は、１及び２に係る必要な法制上の措置を平成２７年３月３１日まで

に講ずるものとすること。                （第３項関係） 

  

４ この法律は、公布の日から施行すること。         （附則関係） 


